
平　成 ２７  年　度

朝 倉 市 下 水 道 事 業 特 別 会 計 予 算
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第７号　議案

　

（ 歳 入 歳 出 予 算 ）

（ 債 務 負 担 行 為 ）

（地 方 債）

（一 時 借 入 金）

（歳出予算の流用）

平成２７年 ２ 月 ２４ 日　提出
朝倉市長　　　森　田　俊　介　　　　　

第２条　地方自治法第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第２表　債
　務負担行為」による。

第３条　地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び
　償還の方法は、「第３表　地方債」による。

第５条　地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次
　のとおりと定める。
　（１）　各項に計上した給料、職員手当及び共済費（賃金に係る共済費を除く。）に係る予算額に過不足を生じた場合にお
　　　　ける同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用

第４条　地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、５００，０００千円と定める。

平 成 ２７ 年 度　  朝 倉 市 下 水 道 事 業 特 別 会 計 予 算

第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ２，３７８，８１６千円と定める。
２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表　歳入歳出予算」による。

平成２７年度朝倉市の下水道事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。
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第１表　歳入歳出予算

     （歳        入） (単位：千円)

款 項

 1 分担金及び負担金 ６９，２７６

 1 負担金 ６９，２７６

 2 使用料及び手数料 ３２３，８３２

 1 使用料 ３２３，８２８

 2 手数料 ４

 3 国庫支出金 ４６８，５９５

 1 国庫補助金 ４６８，５９５

 5 繰入金 ８３８，９０９

 1 繰入金 ８３８，９０９

 7 諸収入 ２，６０４

 1 延滞金加算金及び過料 ２

 2 雑入 ２，６０２

 8 市債 ６７５，６００

 1 市債 ６７５，６００

２，３７８，８１６

     （歳        出） (単位：千円)

款 項

 1 総務費 ７６，６６７

 1 総務管理費 ７６，６６７

 2 下水道事業費 １，６４４，９５８

 1 建設事業費 １，３１０，７２３

 2 維持管理費 ３３４，２３５

 3 公債費 ６５２，１９１

 1 公債費 ６５２，１９１

 4 予備費 ５，０００

 1 予備費 ５，０００

２，３７８，８１６

金 額

歳 入 合 計

金 額

歳 出 合 計



（単位：千円）

事 項 期 間 限 度 額

１．
平 成 ２ ７ 年 度 か ら
平 成 ３ ３ 年 度 ま で

利用者が支払った利息（年利率５％を上
限とする）の２分の１相当額

２． 平 成 ２ ８ 年 度 100,000

３． 土木積算システムリース料
平 成 ２ ８ 年 度 か ら
平 成 ３ ２ 年 度 ま で 2,092

４．
平 成 ２ ８ 年 度 か ら
平 成 ３ ０ 年 度 ま で 66,210

第　２　表　　債 務 負 担 行 為

平成２７年度水洗便所等改造資金利子補給金

窓口業務等委託

特定環境保全公共下水道朝倉中央浄化センター
長寿命化対策事業
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（単位：千円）

起 債 の 目 的 限 度 額 起 債 の 方 法 利 率 償 還 の 方 法

　
１． 公共下水道事業費（汚水） 464,800

２． 公共下水道事業費（雨水） 56,000

３．
流 域 下 水 道 建 設
負 担 金 事 業 費

46,100

４． 下水道事業債(特別措置分) 23,000

５．
特 定 環 境 保 全
公 共 下 水 道 事 業 債

85,700

675,600

第 ３ 表　　地　方　債

証書借入
(政府資金又は
銀行、その他)

　　年４．５％以内
(ただし､利率見直し方式
で借り入れる政府資金及
び地方公共団体金融機構
資金について､利率の見
直しを行った後において
は､当該見直し後の利率)

政府資金については、その融資条件
により、銀行その他の場合にはその
債権者と協定するものによる。ただ
し、市財政の都合により据置期間及
び償還期限を短縮し、又は繰上償還
若しくは低利に借換えすることがで
きる。

合　　　　計



平　成 ２７  年　度

朝倉市下水道事業特別会計予算に関する説明書
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歳入歳出予算事項別明細書
１．総括

（歳　入） (単位：千円)

款

 1 分担金及び負担金 69,276 78,163 △8,887

 2 使用料及び手数料 323,832 286,273 37,559

 3 国庫支出金 468,595 453,400 15,195

 5 繰入金 838,909 778,333 60,576

 7 諸収入 2,604 3,804 △1,200

 8 市債 675,600 683,900 △8,300

2,378,816 2,283,873 94,943

本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比 較

歳 入 合 計
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（歳　出） (単位：千円)

款

 1 総務費 76,667 54,725 21,942 0 16,200 6 60,461

 2 下水道事業費 1,644,958 1,617,023 27,935 468,595 636,400 64,453 475,510

 3 公債費 652,191 607,125 45,066 0 23,000 7,425 621,766

 4 予備費 5,000 5,000 0 0 0 0 5,000

2,378,816 2,283,873 94,943 468,595 675,600 71,884 1,162,737歳 出 合 計

本年度予算額 前 年 度 予 算 額 比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他



２．歳入

（款）   1 分担金及び負担金 （項）   1 負担金 （単位 ： 千円）

節   

目

 1 公共下水道負担金 64,826 74,343 △ 9,517  1 流域関連公共下水道受益 64,826 【都市建設部下水道課】

者負担金 流域関連公共下水道受益者負担金（現年度） 64,825

流域関連公共下水道受益者負担金（過年度） 1

 2 特定環境保全公共下水道 4,450 3,820 630  1 秋月地区特環受益者負担 2,001 【都市建設部下水道課】

負担金 金 秋月地区特環受益者負担金（現年度） 2,000

秋月地区特環受益者負担金（過年度） 1

 2 朝倉地区特環受益者負担 2,449 【都市建設部下水道課】

金 朝倉地区特環受益者負担金（現年度） 2,448

朝倉地区特環受益者負担金（過年度） 1

計 69,276 78,163 △ 8,887

（款）   2 使用料及び手数料 （項）   1 使用料 （単位 ： 千円）

節   

目

 1 公共下水道使用料 244,372 214,545 29,827  1 流域関連公共下水道使用 244,372 【都市建設部下水道課】

料 流域関連公共下水道使用料（現年度） 244,371

流域関連公共下水道使用料（過年度） 1

 2 特定環境保全公共下水道 79,455 71,723 7,732  1 秋月地区特環下水道使用 15,630 【都市建設部下水道課】

使用料 料 秋月地区特環下水道使用料（現年度） 15,629

秋月地区特環下水道使用料（過年度） 1

 2 朝倉地区特環下水道使用 63,825 【都市建設部下水道課】

料 朝倉地区特環下水道使用料（現年度） 63,824

朝倉地区特環下水道使用料（過年度） 1

 3 公共下水道敷地等占用使 1 1 0  1 公共下水道敷地等占用使 1 【都市建設部下水道課】

用料 用料 公共下水道敷地等占用使用料 1

計 323,828 286,269 37,559

説 明

本 年 度 前 年 度 比 較
区 分 金 額

説 明

本 年 度 前 年 度 比 較
区 分 金 額
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（款）   2 使用料及び手数料 （項）   2 手数料 （単位 ： 千円）

節   

目

 1 手数料 4 4 0  1 督促手数料 2 【都市建設部下水道課】

督促手数料（公共） 1

督促手数料（特環） 1

 3 諸証明手数料 2 【都市建設部下水道課】

諸証明手数料（公共） 1

諸証明手数料（特環） 1

計 4 4 0

（款）   3 国庫支出金 （項）   1 国庫補助金 （単位 ： 千円）

節   

目

 1 下水道事業国庫補助金 468,595 453,400 15,195  1 公共下水道事業国庫補助 468,595 【都市建設部下水道課】

金 公共下水道事業費補助金 389,350

特定環境保全公共下水道事業費補助金 79,245

計 468,595 453,400 15,195

説 明

本 年 度 前 年 度 比 較
区 分 金 額

説 明

本 年 度 前 年 度 比 較
区 分 金 額



（款）   5 繰入金 （項）   1 繰入金 （単位 ： 千円）

節   

目

 1 一般会計繰入金 838,909 778,333 60,576  1 一般会計繰入金（公共下 547,495 【都市建設部下水道課】

水道事業） 職員給繰入金（公共） 79,056

施設維持管理繰入金（公共） 4,193

公債費繰入金（公共） 43,691

建設事業費繰入金（公共） 34,927

資本費繰入金（汚水） 195,831

高資本費対策繰入金（公共） 70,768

その他一般会計繰入金（公共） 118,985

企業会計移行繰入金（公共） 44

 2 一般会計繰入金（特定環 291,414 【都市建設部下水道課】

境保全公共下水道事業） 職員給繰入金（特環） 13,680

施設維持管理繰入金（特環） 22,475

公債費繰入金（特環） 17,665

建設事業費繰入金（特環） 26,584

資本費繰入金（汚水） 106,068

高資本費対策繰入金（特環） 67,626

その他一般会計繰入金（特環） 37,316

計 838,909 778,333 60,576

（款）   7 諸収入 （項）   1 延滞金加算金及び過料 （単位 ： 千円）

節   

目

 1 延滞金 1 1 0  1 延滞金 1 【都市建設部下水道課】

下水道使用料延滞金 1

 2 加算金 1 1 0  1 加算金 1 【都市建設部下水道課】

消費税還付加算金 1

計 2 2 0

説 明

本 年 度 前 年 度 比 較
区 分 金 額

説 明

本 年 度 前 年 度 比 較
区 分 金 額
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（款）   7 諸収入 （項）   2 雑入 （単位 ： 千円）

節   

目

 1 雑入 2,602 3,802 △ 1,200  1 雑入 2,602 【都市建設部下水道課】

雑入 1

消費税還付金 2,600

協力金 1

計 2,602 3,802 △ 1,200

（款）   8 市債 （項）   1 市債 （単位 ： 千円）

節   

目

 1 下水道債 675,600 683,900 △ 8,300  1 公共下水道事業債 538,700 【都市建設部下水道課】

公共下水道事業債 520,800

公共下水道事業債（特別措置分） 17,900

 2 流域下水道事業債 51,200 【都市建設部下水道課】

流域下水道事業債 51,200

 3 特定環境保全公共下水道 85,700 【都市建設部下水道課】

事業債 特定環境保全公共下水道事業債 85,700

計 675,600 683,900 △ 8,300

説 明

本 年 度 前 年 度 比 較
区 分 金 額

説 明

本 年 度 前 年 度 比 較
区 分 金 額



３．歳出

（款）   1 総務費 （項）   1 総務管理費 （単位 ： 千円）

節       

目

 1 一般管理費 76,667 54,725 21,942 16,200 6 60,461  8 報償費 36,802 【都市建設部下水道課】

 9 旅費 28 一般管理費 76,667

11 需用費 30

13 委託料 39,390

19 負担金補助 317

及び交付金

23 償還金利子 100

及び割引料

計 76,667 54,725 21,942 16,200 6 60,461

区 分 金 額
説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源
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（款）   2 下水道事業費 （項）   1 建設事業費 （単位 ： 千円）

節       

目

 1 流域下水道 66,679 43,889 22,790 46,100 20,579 19 負担金補助 66,679 【都市建設部下水道課】

事業費 及び交付金 流域下水道事業費 66,679

 2 流域関連公 928,484 1,097,853 △169,369 335,975 448,600 60,001 83,908  2 給料 30,672 【都市建設部下水道課】

共下水道事  3 職員手当等 24,107 流域関連公共下水道事業費 873,479

業費  4 共済費 10,102

 7 賃金 3,641

 9 旅費 418

11 需用費 1,772

12 役務費 497

13 委託料 31,000

14 使用料及び 858

賃借料

15 工事請負費 765,950

19 負担金補助 467

及び交付金

22 補償補填及 59,000

び賠償金

 3 特定環境保 200,161 50,126 150,035 79,245 85,700 4,450 30,766  2 給料 4,910 【都市建設部下水道課】

全公共下水  3 職員手当等 2,579 秋月地区特環建設事業費 5,000

道整備費  4 共済費 1,104 朝倉地区特環建設事業費 190,979

 9 旅費 208

11 需用費 50

13 委託料 57,310

15 工事請負費 134,000

区 分 金 額
説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源



（款）   2 下水道事業費 （項）   1 建設事業費 （単位 ： 千円）

節       

目

 4 雨水幹線整 115,399 101,565 13,834 53,375 56,000 6,024  2 給料 2,694 【都市建設部下水道課】

備費  3 職員手当等 654 雨水幹線整備事業費 115,399

 4 共済費 501

13 委託料 7,100

15 工事請負費 96,700

17 公有財産購 250

入費

22 補償補填及 7,500

び賠償金

計 1,310,723 1,293,433 17,290 468,595 636,400 64,451 141,277

区 分 金 額
説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源
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（款）   2 下水道事業費 （項）   2 維持管理費 （単位 ： 千円）

節       

目

 1 流域関連公 219,667 204,658 15,009 219,667  2 給料 11,481 【都市建設部下水道課】

共下水道維  3 職員手当等 9,102 流域関連公共下水道維持管理事業費

持管理費  4 共済費 3,468 195,616

 9 旅費 18

11 需用費 1,170

12 役務費 3,731

13 委託料 787

14 使用料及び 34

賃借料

15 工事請負費 2,000

19 負担金補助 187,876

及び交付金

 2 特定環境保 110,375 116,709 △6,334 2 110,373  2 給料 4,404 【都市建設部下水道課】

全公共下水  3 職員手当等 3,749 秋月地区特環維持管理事業費 21,789

道維持管理  4 共済費 1,345 朝倉地区特環維持管理事業費 79,088

費 11 需用費 30,635

12 役務費 2,010

13 委託料 63,163

14 使用料及び 169

賃借料

15 工事請負費 4,900

 3 雨水幹線維 4,193 2,223 1,970 4,193 11 需用費 1,630 【都市建設部下水道課】

持管理費 12 役務費 13 雨水幹線維持管理費 4,193

13 委託料 2,050

15 工事請負費 500

計 334,235 323,590 10,645 2 334,233

区 分 金 額
説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源



（款）   3 公債費 （項）   1 公債費 （単位 ： 千円）

節       

目

 1 元金 445,841 401,854 43,987 15,994 7,425 422,422 23 償還金利子 445,841 【都市建設部下水道課】

及び割引料 流域下水道公債費元金 73,725

流域関連公共下水道公債費元金 223,908

特定環境保全公共下水道公債費元金

148,208

 2 利子 206,350 205,271 1,079 7,006 199,344 23 償還金利子 206,350 【都市建設部下水道課】

及び割引料 流域下水道公債費利子 27,951

流域関連公共下水道公債費利子 117,735

特定環境保全公共下水道公債費利子

60,664

計 652,191 607,125 45,066 23,000 7,425 621,766

（款）   4 予備費 （項）   1 予備費 （単位 ： 千円）

節       

目

 1 予備費 5,000 5,000 0 5,000 予備費 5,000 【都市建設部下水道課】

予備費 5,000

計 5,000 5,000 0 5,000

区 分 金 額
説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

区 分 金 額
説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源
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１   　一　　 般　 　職

(１)　総　　括 （単位：千円）

職 員 数
（人） 報 酬 給 料 職 員 手 当 計

11
(0)
11

(1)
0

(△1)
※職員数欄の（　　）内は再任用短時間勤務職員で外数

（単位：千円）

区 分
期末・勤勉
手 当

扶 養 手 当 地 域 手 当 通 勤 手 当 住 居 手 当 管理職手当
時間外勤務
手 当

休 日 勤 務
手 当

管理職員特
別勤務手当

特 殊 勤 務
手 当

退 職 手 当

本 年 度 15,963 1,602 0 1,027 324 585 9,783 120 0 0 9,347

前 年 度 16,889 1,362 0 936 30 585 10,091 80 0 0 9,981

比 較 △ 926 240 0 91 294 0 △ 308 40 0 0 △ 634

(２)　給料及び職員手当の増減額の明細

△ 4,330 昇給に伴う増加分 570 平均昇給率 1.39％
昇給期別職員数 (昇給期) (職員数)

4月 11人
給与改定に伴う増加分 156 給与改定の状況

　給与の改定率 0.38％
　給与の改定の実施時期 平成26年 4月 1日

その他の増減分 △ 5,056 異動等に伴う増減分 職員数の異動状況（再任用短時間勤務職員を除く）
（現に在職する職員数） （その他） （計）

本年度 11人 0人 11人
前年度 12人 △ 1人 11人
増　減 △ 1人 1人 0人

採用・退職の状況等
採用　 0人 退職 0人 異動 0人

△ 1,203 制度改正に伴う増加分 568 給与改定に伴う増加分

その他の増減分 △ 1,771 異動等に伴う増減分

給 料

職 員 手 当

△ 6,708

職 員 手 当
の 内 訳

区 分 増減額（千円） 増減事由別内訳（千円） 説 明 備 考

比 較 0 △ 4,330 △ 1,203 △ 5,533 △ 1,175

109,432

前 年 度 0 58,491 39,954 98,445 17,695 116,140

本 年 度 0 54,161 38,751 92,912 16,520

備 考

給 与 費 明 細 書

区 分
給 与 費

共 済 費 合 計



（３）　給料及び職員手当の状況

　ア　職員一人当たり給与   イ　初任給 （単位：円）

※平均給与月額の基礎額（給料・扶養手当・地域手当・住居手当・通勤手当・管理職手当）

  ウ　級別職員数

(1)

(1)

計 11 100.0   

６ 級 1 9.1

７ 級 0 0.0

計 11 100.0   (100.0)  

平成26年1月１日現在

１ 級 1 9.1

２ 級

４ 級 6 54.5

５ 級 0 0.0

1 9.1

３ 級 2 18.2

４ 級 6 54.5

５ 級 1 9.1

1 9.1

３ 級 1 9.1 (100.0)  

区 分
一般行政職

職員数（人） 構成比（％）

平成27年1月１日現在

１ 級 2 18.2

２ 級

６ 級 0 0.0

７ 級 0 0.0

平成26年1月1日現在

平均給料月額(円) 313,197

平均給与月額(円) 336,057

平 均 年 齢 ( 歳 ) 43.2

334,791 高 校 卒 146,500 142,100

平 均 年 齢 ( 歳 ) 38.6 大 学 卒 174,200 174,200

区 分 一般行政職
区　　分 一般行政職

国の制度

平成27年1月1日現在

平均給料月額(円) 308,155 一般行政職

平均給与月額(円)
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　（級別の標準的な職務内容）

　行政職給料表級別標準職務表

職 務 の 級

１ 級

２ 級

３ 級

４ 級

５ 級

６ 級

７ 級

　エ　期末手当・勤勉手当 （単位：月分）

本 年 度

前 年 度

国 の 制 度

　オ　定年退職及び勧奨退職等に係る退職手当 （単位：月分）

区 分

支 給 率 等

国 の 制 度
（ 支 給 率 等 ）

　カ　その他の手当

区 分

扶養手当

住居手当

通勤手当

同

異 自宅に係る住居手当について異なる　

異 通勤距離に応じた金額について異なる

25.55625 34.5825 49.59 49.59
定年前早期退職特例措置

（3～45％加算）

国の制度との異同 差異の内容

備　　考

27.025 36.57 52.44 52.44
定年前早期退職特例措置

（2～20％加算）

1.975 2.125 4.100 有

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度 その他の加算措置等

1.975 2.125 4.100 有

1.900 2.050 3.950 有

区 分
支 給 期 別 支 給 率

支 給 率 計
職制上の段階、職務の
級 等 に よ る 加 算 措 置

備 考
６月 １２月

　主査の職務

　１　　主査の職務又は職務の複雑、困難及び責任の度がこれらと同程度のものとして規則で定める職の職務
　２　　係長、保育所長及び主任主査の職務

　１　　係長、保育所長及び主任主査で相当の経験を有する者の行う職務又は職務の複雑、困難及び責任の度がこれらと同程度のものとして規則で定める職の職務
　２　　課長補佐、次長及び参事補佐の職務

　１　　課長補佐、次長及び参事補佐で相当の経験を有する者の行う職務又は職務の複雑、困難及び責任の度がこれらと同程度のものとして規則で定める職の職務
　２　　課長、局長（議会事務局長を除く。）、所長（保育所長を除く。）、室長、支所長及び参事の職務

　１　　課長、局長（議会事務局長を除く。）、所長（保育所長を除く。）、室長、支所長及び参事で相当の経験を有する者の行う職務又は職務の複雑、困難及び責任の度がこれらと同程度のものとして規則で定める職の
　　　　職務
　２　　部長及び議会事務局長の職務

　部長及び議会事務局長で相当の経験を有する者の行う職務

　職　　務　　の　　名　　称

　主事の職務



（単位：千円）

期 間 金 額 期 間 金 額 国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他
 1.

平成２１年度から
0 平 成 ２ ７ 年 度 限度額に同じ 限度額に同じ

平成２６年度まで

 2.
平成２３年度から

788 平 成 ２ ７ 年 度 1,012 1,012
平成２６年度まで

 3.
平成２５年度から

35,538 平 成 ２ ７ 年 度 22,797 22,797
平成２６年度まで

 4.
平成２７年度から

平 成 ２ ６ 年 度 0 限度額に同じ 限度額に同じ
平成３２年度まで

 5.

－　 －　 平 成 ２ ７ 年 度 43,000 22,200 20,800 0

 6.
平成２７年度から

－　 －　 19,159 19,100 59
平成２８年度まで

 7.
平成２７年度から

－　 －　 限度額に同じ 限度額に同じ
平成３３年度まで

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支
出額又は支出額の見込及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

事 項 限 度 額
前 年 度 末 ま で の 当 該 年 度 以 降 の 左 の 財 源 内 訳
支 出 （ 見 込 ） 額 支 出 予 定 額 特 定 財 源

窓口業務等委託
(平成２４年度)

58,335

平成２６年度水洗便
所等改造資金利子補
給金
（平成２６年度）

利用者が支払った
利息（年利率５％
を上限とする）の
２分の１相当額

一 般 財 源

平成２１年度水洗便
所等改造資金利子補
給金

利用者が支払った
利息（年利率５％
を上限とする）の
２分の１相当額

土 木 積 算 シ ス テ ム
リース料
（平成２２年度） 1,800

特定環境保全公共下
水道朝倉中央浄化セ
ンター長寿命化対策
事業
（平成２６年度）

43,000

地方公営企業会計移
行業務委託料
（平成２６年度） 19,159

平成２７年度水洗便
所等改造資金利子補
給金
（平成２７年度）

利用者が支払った
利息（年利率５％
を上限とする）の
２分の１相当額
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（単位：千円）

期 間 金 額 期 間 金 額 国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支
出額又は支出額の見込及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

事 項 限 度 額
前 年 度 末 ま で の 当 該 年 度 以 降 の 左 の 財 源 内 訳
支 出 （ 見 込 ） 額 支 出 予 定 額 特 定 財 源

一 般 財 源

 8.

－　 －　 平 成 ２ ８ 年 度 100,000 55,000 45,000 0

 9.
平成２８年度から

－　 －　 2,092 2,092
平成３２年度まで

 10.
平成２８年度から

－　 －　 66,210 66,210
平成３０年度まで

特定環境保全公共下
水道朝倉中央浄化セ
ンター長寿命化対策
事業
（平成２７年度）

100,000

土 木 積 算 シ ス テ ム
リース料
（平成２７年度） 2,092

窓口業務等委託
(平成２７年度)

66,210



（単位：千円）

当該年度中起債
見 込 額

当該年度中元金
償 還 見 込 額

1. 公共下水道事業債（汚水） 5,760,018 6,092,678 464,800 205,422 6,352,056

2. 公共下水道事業債（雨水） 223,607 264,553 56,000 5,228 315,325

3. 流 域 下 水 道 事 業 債 1,546,421 1,503,230 46,100 69,876 1,479,454

4. 下水道事業債(特別措置分) 117,320 125,873 23,000 17,107 131,766

5.
特 定 環 境 保 全
公 共 下 水 道 事 業 債

2,854,092 2,731,160 85,700 148,208 2,668,652

合 計 10,501,458 10,717,494 675,600 445,841 10,947,253

当 該 年 度 末

現 在 高 見 込 額

地 方 債 の 前 前 年 度 末 に お け る 現 在 高 並 び に 前 年 度 末

及 び 当 該 年 度 末 に お け る 現 在 高 の 見 込 み に 関 す る 調 書

区 分
前 前 年 度 末

現 在 高

前 年 度 末

現 在 高 見 込 額

当 該 年 度 中 増 減 見 込 み
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